
社員が⽋勤?!今だからこそ知っ
ておきたい休職・復職制度
～中小企業のためのメンタル

ヘルス対策ガイド～

突然の社員欠勤、そして休職は、中小企業にとって大きな課題です。人手

不足とあいまって、会社と社員双方に大きな負担がかかります。

本セミナーでは、社員のメンタルヘルスに焦点を当て、休職から復職まで

のプロセスを解説し、効果的な対応策を探ります。具体的な事例や就業規

則例なども交えながら、皆様の会社にとってより良い働き方を一緒に考え

ていきましょう。
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休職者の傾向



休職者の傾向 メンタルヘルス不調の増加

出典：KiteRa社労士白書

「令和4年労働安全委員〓衛⽣調査（実態調査）」によれば、
過去1年間（2021年11⽉1⽇から2022年10⽉31⽇）に
メンタルヘルス不調により連続1ヶ⽉以上休業した
労働者または退職した労働者がいた事業所の割合は
13.3％（前年調査10.1％）となっています。

本調査結果からも分かるように、単純平均で8社に1社
以上がメンタルヘルス不調による休業を経験している
計算になり、メンタルヘルスの問題は企業規模に
関係なく⽣じている可能性があります。

また、メンタルヘルス不調者の割合は増加傾向にあり、
企業としては継続的に対策を講じていく必要があります。



精神疾患の変遷と受診への意識変化

精神疾患に対する社会の認識は、近年大きく変化してきていま

す。かつては、精神疾患は「心の病気」として、周囲から理解

されにくい存在でした。しかし、現代では、うつ病や不安障害

など、様々な精神疾患が社会的に認知され、受診しやすい環境

が整いつつあります。近年、うつ病などの精神疾患の増加が注

目されています。これは、働き方改革やコロナ禍など、社会環

境の変化が影響していると考えられます。



精神疾患の変遷と受診への意識
変化

1 初期の定義

精神疾患は当初、先天的なものと考えられていました。

2 後天性疾患の認識

研究や臨床が進み、後天的な要因による精神疾患の存在が認識さ

れるようになりました。

3 受診への意識変化

かつては精神疾患に対する社会的偏見が強く、受診をためらうケ

ースが多くありましたが、近年では「生きづらさ」を感じる人が

自身の判断で受診するケースが増加しています。



精神疾患の変遷
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【参考】メンタルヘルス疾患後の就労状況
メンタルヘルスによる求職者が退職する人数の一例で、休職者19.5万⼈のうち退職者は4.9万⼈。
復職後に転職するも挫折してしまう⼈数が2.2万⼈。⼀⽅で、障がい福祉業界における予算総額は約1.9兆円と
市場は拡⼤。
一度、メンタルヘルスなどで休職に入り、社会復帰しようとするも挫折があったり、復帰できずにいたり、
就労支援事業の市場拡大が彼らの支援となっていることがわかります。

出典：船井総研「障がい福祉業界2024年時流予測レポート」



社員が欠勤した際の対応



社員が欠勤した際の対応

業務中の事故

業務中の事故で休む場合は、休業

となります。労働基準法に基づき

、労働者は休業中の賃金を受け取

ることができます。

通勤災害

通勤中の事故で休む場合は、通勤

災害として扱われます。労働基準

法に基づき、労働者は休業中の賃

金を受け取ることができます。

有給休暇

病気や疾病など、事前に申請でき

ない場合でも、事後の取得が認め

られています。会社は就業規則に

基づき、休暇取得を判断します。

休職

疾病などにより、一定期間仕事を

休む必要がある場合、休職となり

ます。メンタルヘルス不調が原因

となる場合、ハラスメントが背景

にある可能性も考慮する必要があ

ります。



社員が欠勤した際の対応 フローチャート
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メンタルヘルスにおける私傷病と労災の対応

私傷病による
不完全な
労務提供

労務契約の義務が
完全に履⾏できな

い
約束違反

私傷病によ
る
休職

就業規則に
基づく休職

労災

私傷病の要因は複雑なため、労災での一定の判断基準が設けられております。過重労働はも
ちろん、ハラスメントの脆弱性に関する指標があり、休職後に労災申請ができるよう、備え
ておくことが大切です。



労災申請にあたっての使⽤者が求められる事項例
参考までに労災申請にあたって会社側が求められる事項を記載しております。事前にご準備
することでヒアリングがスムーズに行き、焦らず抜け漏れなく、対応が可能です。



安全配慮義務の重要性

1

安全配慮義務

会社は、労働者の安全と健康を確保するために、必要な配慮を行う義務があります

。

2
労務環境整備

安全配慮義務を果たすために、労働環境の整備、安全教育の実施、メン

タルヘルス対策などが重要となります。

3
具体的な施策

ストレスチェックの実施、相談窓口の設置、休職制度の整備

など、具体的な施策を講じる必要があります。

従業員が自傷他害や幻覚の症状がある場合には、家族へ連絡

し、通院等を検討いただくよう相談しましょう。



安全配慮義務の重要性
自傷他害

人間関係から生じる他害や自傷行為と判別しにくく、

突発的な行為と認めるような場合

幻覚

当該従業員にしか見えないものが、就労中に確認できる

場合

→万が一、これらの症状を現認した場合には医師等の専門家の診断が必要な可能性があります。
ただ社長様や担当者様が専門家ではないのが通常です。そのため、緊急連絡先や保証人へ連絡の上、

親族から通院を勧めていただけるよう、ご対応することが早期発見と対処につながります。

その際に、動画や音声録画などを残すことで受診の際の資料に役立つと考えられます。

（あらかじめ、個人情報の第三者提供の取り扱いに関する同意書を取るようにしましょう。）



休職対応のポイント：

就業規則の役割



休職対応のポイント：就業規則の役割

就業規則の重要性

就業規則は、労働者と会社の間で労働条件を定めたもので、休

職に関する規定も含まれています。会社は就業規則に基づき、

休職の判断、休職期間、復職に関する手続きなどを定めること

ができます。〓休職制度の作成理由（作成は自由である点）

休職規定の例

「休職期間は、原則として〇か月とする」「休職中の賃金は、

会社が定める基準により支給する」「休職中の健康状態や復職

の可能性について、定期的に確認を行う」など、具体的な規定

を盛り込むことが重要です。



休職対応のポイント：就業規則の役割
診断書の提出

休職の内容〓診断書をもとに労務不能と認める場合



休職対応のポイント：就業規則の役割
休職期間



休職対応のポイント：就業規則の役割
休職期間中の賃⾦



休職届と休職辞令の

必要性



休職届と休職辞令の必要性

1 休職届

社員は、休職を希望する場合

、会社に対して休職届を提出

します。休職の理由、期間、

復職意向などを明確に記載す

る必要があります。

2 休職辞令

会社は、休職届を受理し、就

業規則に基づき、休職を認め

る場合は、休職辞令を発令し

ます。辞令には、休職期間、

賃金、復職に関する手続きな

どが記載されます。

3 手続きの重要性

休職届と休職辞令の手続きを明確にすることで、会社と社員双方に

とって安心して休職期間を過ごすことができます。また、復職に関

する手続きをスムーズに進めるためにも重要です。



休職届と休職辞令の必要性：⼀例
休職届 休職辞令



復職制度の重要性



復職制度の重要性

周囲の理解

社員が安心して復職できるよう、職

場環境や同僚の理解を得ることが重

要です。

復職支援

復職支援プログラムなど、必要なサ

ポートを提供することで、社員の復

職を促進できます。

相談窓口

相談窓口を設置することで、社員が

安心して相談できる環境を整備でき

ます。



復職規定の例

1
復職前相談

復職前に、会社と社員が面談を行い、復職に関する不安や課題を共有します。

2
職場環境調整

社員の体調や能力に合わせた職場環境調整を行い、安心して仕事に取り組めるよう

に配慮します。

3
段階的復職

いきなり元の業務に戻すのではなく、段階的に業務量や勤務

時間を調整するなど、無理のない復職を支援します。

〓短い労働時間、再発の対応、



復職規定の例：就業規則の実

例



復職可能の判断と復職決定
復職の判断はあくまでも会社が行うようにします。約束違反の状態を正常に戻すためです。
労働者の主治医の診断のもと、会社の産業医や県の保健師の意見をもらい、元職に復職でき
るか面談を通じて判断を行います。

休職 復職判定
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復職規定の例：就業規則の実例
休職期間



復職規定の例：就業規則の実例
復職可否の判断①〓本当に会社の業務に耐えうるか？個別具体的には、会社から主治医の意見徴収



復職規定の例：就業規則の実例
復職可否の判断②



復職支援プログラム
具体的な効果
•職場復帰の円滑化: 職場復帰⽀援プログラムは、復帰までのプロセス
を明確にし、関係者間の連携を強化することで、スムーズな復帰を
促進します。
•再休業の防⽌: 職場復帰後もフォローアップを⾏い、疾患の再燃や
再発を早期に発⾒し、適切な対応を⾏うことで、再休業のリスクを
低減します。
•労働者の安⼼感の醸成: 休業中の労働者に対して、経済的な保障や
相談先の情報を提供することで、安⼼して療養に専念できる環境を
整えます。
•職場環境の改善: 職場復帰を⽀援する過程で、職場環境の問題点や
ストレス要因を把握し、改善に取り組むことで、より働きやすい職場
づくりに貢献します。
•関係者の理解促進: 職場復帰⽀援プログラムの実施を通じて、労働者
だけでなく、管理監督者や同僚など、関係者全体のメンタルヘルスに
対する理解を深めます。
•試し出勤制度の活⽤: 職場復帰前に試し出勤制度を利⽤することで、
労働者は職場環境に慣れ、復帰への不安を軽減できます。
•個別の⽀援プランの作成: 職場復帰⽀援プログラムに基づき、個々の
労働者の状況に応じた職場復帰⽀援プランを作成し、きめ細かい
⽀援を⾏います。

出典：厚生労働省「⼼の健康問題により 休業した労働者の職場復帰⽀援の⼿引き」



復職支援プランの効果
抄録

出典：難波克行「メンタルヘルス不調者の出社継続率を91.6%に改善した復職⽀援プログラムの効果」

⽬的：メンタルヘルス不調者の復職⽀援の効果を定量的に評価す
るために，異なる復職⽀援プログラムにおける復職後の出社継続
率と費⽤対効果を⽐較調査した。
⽅法：ある企業においてメンタルヘルス不調者に対する新旧2つ
の復職⽀援プログラムを実施し，旧プログラムで復職した142例，
新プログラムで復職した54例，計196例を対象に分析を⾏った．
新プログラムには，(1) ⽣活記録表を⽤いた復職判定，(2) 6ヶ⽉
間の段階的な復職プラン，(3) 定期的な産業医⾯談，(4) 全社復職
プラン検討会などを盛り込んだ。
結果：新プログラムの休業期間は中央値で60⽇ほど⻑かったが，
復職1年後の出社継続率は54.2%から91.6%へと改善し，復職後1
年間の⽣産性も6,226,192万円から8,418,514円へと改善した．復
職⽀援にかかった費⽤は65,945円から300,898円と増加した．経
営者の視点から費⽤便益分析を実施したところ，本取り組みの投
資収益率（ROI）は933%であった。
結論：復職後の再発を予防するためには新しい復職⽀援プログラ
ムが効果的であることが⽰唆された。



復職支援プランの効果
抄録

出典：難波克行「メンタルヘルス不調者の出社継続率を91.6%に改善した復職⽀援プログラムの効果」
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営者の視点から費⽤便益分析を実施したところ，本取り組みの投
資収益率（ROI）は933%であった。



リワークプログラムの活用

リワークプログラムとは

リワークプログラムは、休職中の社員が、医師や専門家の指

導のもと、職場復帰に向けて段階的に身体機能や精神状態の

回復を図るプログラムです。

プログラムの内容

プログラムの内容は、個々の社員の状態に合わせて、仕事へ

の適応訓練、体力向上、ストレスマネジメントなど、多岐に

わたります。

復職への効果

リワークプログラムは、社員の復職率向上、再発防止、早期

復帰など、様々な効果が期待できます。



まとめ

メンタルヘルス対策は長期的な取り

組み



メンタルヘルス対策は長期的な取り組み

ストレスマネジメント

社員がストレスを適切に管理できるよう

、ストレスチェックの実施やストレスマ

ネジメント研修の提供などを検討しまし

ょう。

良好な人間関係

職場における良好な人間関係を築き、社

員が安心して仕事に取り組める環境づく

りが重要です。

相談しやすい環境

社員が相談しやすい環境を整備し、相談

窓口の設置や社内カウンセリングなどの

制度を導入しましょう。



社員の心の声に耳を傾けよう

1
ヒアリング

社員の意見や不安を聞く機会を設け、定期

的な面談などを通して、社員の心の声を丁

寧に聞き取りましょう。

2
理解

社員の状況や気持ちを理解し、寄り添う姿

勢を持つことが重要です。社員の言葉に耳

を傾け、共感し、サポートすることで、信

頼関係を築きましょう。

3
対応

社員の意見や不安に基づいて、必要な対応

を検討しましょう。制度の改善や新たな取

り組みの導入なども積極的に検討すること

で、社員の安心感を高められます。



「ケチな飲み屋（ケチナノミヤ）」
・「ケ」…⽋勤
・「チ」…遅刻や早退
・「ナ」…涙が溢れる
・「ノ」…能率の低下
・「ミ」…ミスや事故
・「ヤ」…辞めたいと⾔う



休職・復職に関する情報共有

1 社内情報共有

休職・復職に関する社内規定や制度、サポート体制などを、社員

全員が理解できるように、社内ポータルサイトや社内報などで周

知徹底しましょう。

2 定期的な情報提供

メンタルヘルスに関する最新情報や、休職・復職に関する事例な

どを定期的に提供することで、社員の意識向上を図りましょう。

3 相談窓口の周知

相談窓口の設置や、相談しやすい雰囲気作り、相談窓口へのアク

セス方法などをわかりやすく周知することで、社員が安心して相

談できる体制を整備しましょう。



共に歩む、働き方改革

本セミナーでご紹介した内容が、皆様の会社にとって少しでも参考になれ

ば幸いです。社員の休職・復職は、会社と社員双方にとって大きな課題で

す。しかし、適切な制度やサポート体制を整備することで、安心して休職

し、復職できる環境を構築できます。社員の心の声に耳を傾け、共に働き

方改革を進めていきましょう。



ご清聴 ありがとうございました


